
《研究ノート》

高関与型向社会行動の変容に関する文献的考察

瓜 生 原 葉 子

Ⅰ はじめに
Ⅱ 臓器提供の意思決定
Ⅲ 臓器提供の意思表示行動
Ⅳ 行動変容ステージモデル
Ⅴ 行動に影響を及ぼす因子（1）：価値観と知識
Ⅵ 行動に影響を及ぼす因子（2）：作用メカニズム
Ⅶ 行動に影響を及ぼす因子（3）：外部からの介入方法
Ⅷ 外的環境因子
Ⅸ まとめ

Ⅰ は じ め に

ビジネスマーケティングにおいて，購買の意思決定プロセスに「関与（involvement）」
の概念は重要である。自分のイメージ形成との関連性，自分の価値観や信念にとっての
重要性，結果に対する不安や誤った決定への危険性（知覚されたリスク）がその構成要
素である。つまり，購買され使用される商品・サービスが自分のイメージをつくるな
ど，消費者にとって高度に個人的な重要性をもっている場合，また，誤った決定により
高い社会的リスク，心理的リスクを負う場合は高関与型の購買と呼ばれる。
同様に，ソーシャルマーケティン

1
グの視座では，「社会に望ましいとされる行動」が，

個人の価値観や信念に大きく関与していたり，行動した結果が社会的・心理的リスクを
負う可能性がある場合，高関与型の行動と考えられる。
より良い社会を創るため，「社会に望ましいとされる行動」への変容を促進させるこ
とが必要であるが，その実現度は，その関与度などに依存すると報告されている（Kot-
ler & Andreasen, 2003）。社会行動変容プログラムは表 1のごとく分類されているが，3
つの主要要素（関与度が高いか低いか，行動が 1回限りか継続的か，個人的か集団的
か）で 8つのカテゴリーに分類され，関与度が高く，継続的な行動は，行動変容の難易
度が高く，そのうち，グループによる決定の場合は最も難しいと言われている。

────────────
１ 個人や社会全体の利益のために行動を変革させることを目標として実施されるプログラムである。態度
の変化で終らすではなく，「行動変容（behavior change）」にこだわること，多様な分野の理論や知見を
用いるなど学際的なアプローチを行うことが鍵である（瓜生原，2018）。
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本研究では，変容の難易度が高い（関与が高い，継続的）行動のうち，個人の「臓器
提供への意思決定，意思表示」行動に焦点をあてる。「臓器提供への意思決定と意思表
示に関する行動変容」は，向社会行動（prosocial behavior）の一つとして捉えることが
できる。向社会行動とは，自己の利益より他者の利益を優先する利他主義に基づいて行
われる意図的かつ自発的な行動であり，利他行動より広い概念と定義されている（小
田，2013）。ただし，本研究では，決して臓器を提供する行動を向社会行動としている
のではない。「提供するかどうか意思決定し，その意思を媒体に表明しておく行動」を
向社会行動であるとする立場である。
「臓器提供への意思決定と意思表示に関する行動変容」は，人間の行動を科学的に探
究する様々な学問分野において研究されている，学際性が非常に豊かなテーマである。
人間の行動変容を目指す営みであることから，ソーシャル・マーケティング，行動経済
学，心理学（行動心理学・社会心理学），コミュニケーション学などで実証研究や理論
化が進められているだけでなく，そのテーマから，公衆衛生学や移植医療においても研
究が進められている。
本稿では，臓器提供への意思決定，ならびに意思表示行動について概観し，消費者行
動，健康増進行動，などの人間行動を説明する理論，その行動変容に寄与する因子につ
いて，学際的な観点から網羅的に先行研究の整理を行い，考察する。

Ⅱ 臓器提供の意思決定

Kotler & Andreasen（2003）が分類するように，死後，臓器を提供するか否かは，個
人の価値観や信念に大きく関与し，その意思決定結果は，社会へのインパクトが大きい
ため，「高関与型」の行動と考えられる。では，どのような場面で意思決定が必要とな

表 1 社会行動変容プログラムの分類

低関与度 高関与度

一回限りの行動
個人

・慈善事業への寄付
・投票への登録
・医療扶助制度への登録

・献血

グループ ・州の憲法改正への投票 ・クラブの制限的な会員規約への反対投票

継続的な行動
個人 ・エレベータ内での禁煙

・禁煙，薬物の中止
・家族計画の実施
・臓器提供の意思決定，意思表示
・骨髄ドナー登録

グループ ・時速 55マイルで走行
・道路の右側通行 ・全志願制の軍隊構想への支援

出所：Kotler & Andreasen（2003）を筆者が改変
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るのであろうか。
臓器提供に対する意思決定には，2つの側面がある（図 1）。一つは，大切な家族が脳
死とされうる状態と判断され，限られた時間で臓器提供をするかどうかを家族が意思決
定する場面である。もう一つは，日頃から自身の臓器提供について考え，提供の可否を
意思決定し，意思表示を保険証，免許証，マイナンバーカードなどの媒体に行い，それ
を家族と共有することである。
前者に関して，表 2の先行研究調査から，意思決定は 2段階のプロセスに分かれると
考えらえる。まず，ドナー家族が提供すべきかどうかを限られた時間で考える過程であ
る。これに対しては，ドナー本人の生前の意思，家族メンバーの臓器提供に対する態
度，施された医療に対する満足度が影響する。次の最終決断の過程においては，医療専
門職の行動が大きく関与する（瓜生原，2012）。「最も困難な時に，最も不幸な家族に対
して行われる最も難しい説明」とされる難しい局面であり，臓器提供についてのオプシ
ョン提示をするタイミング，説明内容，説明態度など，医療専門職要因が高いため，本
研究では議論をしない。一方，後者に関しては，国民全員が日常関わる自己の意思決定
である。

図 1 臓器提供に対する意思決定

出所：筆者作成
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Ⅲ 臓器提供の意思表示行動

では，意思決定で留まらず，なぜ意思表示行動が重要なのであろうか。万が一事故な
どで回復の見込みが亡くなった場合，二つの視点で述べる。
第一に「本人の意思の尊重」のためである。日本では，本人の意思に基づき臓器の提
供が判断される explicit consent 制度が採用されているため，生前に意思を表示するこ
とが必要である。意思表示がなされていない状況においては家族が忖度をする。その
際，本人の意思が伝わっていなかったら，その意思を確実に尊重できない可能性があ
る。特に，臓器を提供したくない人にとって，その意思が尊重されるためには不可欠な
のである。
第二に，残された家族の心的負担を軽減することが可能だからである。限られた時間
で家族が意思決定することは非常に困難である。その際に意思が明確に表示されている
と，家族は迷うことが少ない。実際，厚生労働省の脳死臓器提供 200例のまとめによる
と，本人の意思表示があった場合は，家族の自発的な申し出が 88.1％（96/109例）で

表 2 ドナー家族の意思決定に影響を及ぼす因子

家族の臓器提供に対する態度 本人の態度 医療満足度 家族の意思決定

知識
宗教的・文化的・
利他的・規範的

考え
故人の生前の
態度

医療に対する
家族の満足度

オプション
提示者 オプション提示者の行動

臓器提供につい
ての知識
Moores, 1976
Corlett, 1985
Hessing, 1986
McIntyre, 1987
Basu, 1989
Nolan, 1989
Wakeford, 1989
Creecy, 1990
Horton, 1990
Gallup, 1993
Shulz, 2000

脳死についての
理解度
Deljong, 1998
Frutos, 1998
Jenkins, 1998
Siminoff, 2001
Rosel, 1999

宗教的考え
Moores, 1976
Basu, 1989

文化的考え
Feldman, 1988
波平，1990
Woo, 1992
Wheeler, 1994
Ohnuki, 1994
梅原，1999

利他的考え
Cleveland, 1970
Moores, 1976
Pessemier, 1977
Corlett, 1985
Parisi, 1986
Batten, 1987
McIntyre, 1987
Basu, 1989
Batten, 1990

規範的考え
Cleveland, 1970
Corlett, 1985

臓器提供につい
ての家族間の対
話
Burroughs, 1998
Harris, 1991
Tymstra, 1992

故人のケアに対
する満足度
Bart, 1981
Kozlowski, 1988
Cerney, 1993
De Jong, 1998
Siminoff, 2001
Rodrigue, 2006

死の伝え方
Meister, 1989
Peele, 1989
Youngner, 1989
Jasper, 1991
Pelletier, 1992
Tymstra, 1992

コーディネータ
ーによるオプシ
ョン提示
Klieger, 1994
Von Pohle, 1996
Dejong, 1998
Gortmaker, 1998
Shafer, 1998
Linyear, 1999
Helms, 2004
Rodrigue, 2006
Salim, 2007

オプション提示
のタイミング
Garrison, 1991
Niles, 1996
Von Pohle, 1996
Delong, 1998
Evanisko, 1998
Gortmarker,
1998
Siminoff, 2001
Rodrigue, 2006

オプション提示
の環境
Dejong, 1998
Gortmaker, 1998

与えられる情報
への満足度
Dejong, 1998
Rosel, 1999
Siminoff, 2001
Siminoff, 2002

オプション提示
者の習熟度（教
育含む）
Rikker, 1995
Radecki, 1997
Evanisko, 1998
Rosel, 1999
Siminoff, 2001
Roels, 2008

出所：瓜生原（2012）を筆者が改変
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あったのに対し，意思表示がない場合は 52.7％（48/91例）と少なかっ
2
た。また，家族

の承諾理由においても，前者の場合は 100％が「意思表示の尊重」であったのに対し
て，後者の場合は，「社会貢献」「生前の発言の尊重」「生命の永続」「家族としての思
い」など多岐にわた

3
り，明確な意思が表示されていない場合に，家族は様々な想いを巡

らせ心的負担を感じていることが推察される。一方，世論調査結果（内閣府，2017）に
おいても，ご家族の誰かが脳死と判定され，その方が臓器提供の意思を書面に表示をし
ていた場合，その意思を尊重する人は国民の 87％であった。以上より，本人の意思の
尊重，および残された家族の心的負担の軽減という点において，意思表示行動を促進す
ることは重要である。

この臓器提供意思表示行動に関して，日本では，運転免許証，保険証，マイナンバー
カード，意思表示カード，インターネット登録など世界で最も多様な意思表示手段が整
備されているにもかかわらず意思表示率は 12.7％に留まっている（内閣府，2017）。
1997年の臓器移植法の施行以来 20年間，大規模な啓発の努力がなされるなど，国家
レベルでの取組みにもかかわらず，意思表示率が低率に留まっている現況を鑑みると，
────────────
２ 200例の検証事例のうち，平成 22年 7月 17日の改正臓器移植法施行前が 87例（43.5％），改正法施行
後が 113例（56.5％）。本人の書面による意思表示があった事例は 109例（改正法施行前が 87例全例，
改正法施行後が 22例）。本人の書面による意思が不明で家族の承諾により提供に至った事例が 91例で
あった。91例における臓器提供の意思を把握するきっかけは，家族の自発的な申し出が 48例（52.7
％），主治医等からの選択肢提示が 43例（47.3％）であった。

３ 具体的内容は，「社会貢献」：誰かの役に立ちたい，たくさんの人を助けたい，病で苦しんでいる方の役
に立ってもらいたい，「発言の尊重」：本人が役に立ちたいと言っていたのを尊重したい，本人が意思表
示カードを持ちたいと言っていたのを尊重したい，「生命の永続」：本人の一部がどこかで生きていてほ
しい，誰かの中で生き続けて欲しい，家族としての思い：臓器提供を成し遂げたことが誇りに思える，
本人を失う悲しみから救われる，本人の死を無駄にしたくない，家族が最期にできること，誰かの中で
生き続けていると考えられるなら家族の支えとなる，最期に本人らしいことをしてあげたい，臓器提供
は本人を失うという悲しみ中での大きな希望であった。

図 2 臓器提供意思表示の重要性

出所：筆者作成
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従来の知識伝達を主眼とする啓発活動では，行動に結び付くまでにギャップがあると言
わざるを得ない。実際，諸外国おいても，マスメディアなどによる情報の提供やキャン
ペーンだけでは行動変容にはつながらないとの報告が散見される（Thomson, 1993 ; Ja-
cob, 1996 ; Wolf, 1997）。最近のメタアナリシスにおいても，個人間メッセージの重要
性を示唆している（Peters et al. , 1996 ; Feeley, 2009 ; Cameron et al. , 2013）。すなわち，
意思表示行動の変容に結び付く，より深化した手法の開発と標準化が日本の喫緊の課題
であり，その根拠となる要因の探索が不可欠である。

Ⅳ 行動変容ステージモデル

行動変容ステージモデル（Stages-of-Change Model）は，人間が行動を変容する際に
は，「無関心期（行動を変えようと思っていない）」，「関心期（行動を変えようと思って
いるが実際には行動していない）」，「準備期（行動を変えようと自分なりに行ってい
る）」，「実行期（行動を変えて 6ヶ月未満である）」，「維持期（行動を変えて 6ヶ月以上
である）」の 5つのステージを段階的に経るという考えを基盤にしたものである。1983
年に禁煙に関する研究から導出されたものであり，各ステージにおいて適切な介入を行
うことが，行動促進に重要であるとされている（Prochaska and Velicer, 1997）。
「無関心期」（precontemplation）は，行動を変化させる意思なく，問題をも否定してい
る段階であるため，行動を変える必要性を感じさせる（感情的経験），メリットを意識
させる（意識の高揚）ことが重要である。「関心期」（contemplation）では，問題や変化
の必要性に気づき，行動変化を考え始める段階であるため，「不安・障害」を全て挙げ
て解決法を考える，できそうなことや身近なことに結びつける，ポジティブイメージ
（自己の再評価）が有用である。「準備期」（preparation）では，意思決定をし，行動の
ための準備を始める段階であるため，行動変容を行う際の誘因および報酬に着目する。
また，行動開始を周囲に宣言（自己の解放）することも効果的である。「実行期」（ac-
tion）は，行動を変えたが習慣になっていない段階であるため，小さな目標の設定と達
成により自己効力感を高めること，周りからのサポートを活用（援助関係）したり，継
続しやすい環境作り（刺激統制）をすることで，「維持期」（maintenance）に移行できる。
本モデルを臓器提供の意思決定，および意思表示に適用したのが図 3である。臓器提
供の意思決定，および意思表示を考える上で，行動変容ステージは重要な視点をもたら
す。まったく関心のない人と，既に関心を持っているけれども，意思決定にためらって
いる人では，価値観や知識レベルに違いがあることが予測され，また行動を促進する上
で効果的な働きかけも異なると考えられる。また，既に自らの意思は定まっているが，
これを表示できていない人に対して求められるアプローチも異なると考えられる。こう
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した点を踏まえ，各段階において何が影響しているのか，次章以降紐解いていく。

Ⅴ 行動に影響を及ぼす因子（1）：価値観と知識

本章以降，臓器提供の意思決定と意思表示に影響を及ぼす重要な因子関する研究を中
心に，向社会行動を論じた多様な分野における研究を，3つの視座で整理する。
第一に「価値観や知識」である。これまで数多くの研究が，人間の価値観や知識に注
目してきた。本章では，文化や宗教，利他性，援助規範，役割アイデンティティ，さら
に臓器移植や意思表示に関連する知識を検証した研究を概観する。第二に，価値観や知
識の「作用メカニズム」である。人間が有する価値観や知識が，人間の内部においてど
のように作用し，行動へとつながっていくのか，そのプロセスに着目した研究である。
第三に，「外部からの介入方法」である。意思決定や意思表示行動に影響を及ぼす人間
の価値観や知識を所与のものとして捉えるのではなく，外部からアプローチすることに
よって，行動変容を促すことができるのではないかと考え，これを実践し，その効果を
検証する研究である。対象者に提示される情報の見せ方や伝達する媒体，金銭的なイン
センティブ，家族との話し合いの効果などを取り上げた研究を検討する。
まず，「価値観や知識」について，文化・宗教，利他性，援助規範・規範アイデンテ
ィティ，知識の順に関連研究を概観する。

Ⅴ. 1. 文化・宗教
「臓器を提供する」という行為は，各社会や宗教における生死の捉え方に大きく左右
されると考えられる。脳死が人間の死であるかどうか，自己に死を決定する権限がある

図 3 行動変容ステージモデルに基づく臓器提供の意思決定，意思表示の事例

出所：筆者作成
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か，遺体をどう捉えるかといった点は，意思の決定やその表示に関わりがあると予測さ
れることから，対象者を取り巻く文化や信仰する宗教が臓器移植意思表示行動に影響を
及ぼすのではないかと考えられてきた。
その中には，文化や宗教が，臓器提供に否定的であるという主張もある。例えば，日
本において，波平（1990）は，日本人には遺体を大切に扱う伝統があるため，脳死を受
け入れられないと論じた。同様に，梅原（1999）は，臓器移植は日本人の感性にとって
不自然なものであり，受け入れられないと議論している。
一方で，文化や宗教と臓器提供意思表示行動の関係を直接結び付けることに否定的な
研究もある。例えば中村（2006）は，韓国における儒教に伴う文化と臓器移植の関係に
ついて考察し，儒教文化は阻害要因ではないと結論付けた。峯村ら（2010）は韓国にお
ける宗教と「臓器提供を望ましいと考える」割合について検討した結果，違いは見られ
なかった。また，筆者らは，欧州 8ヵ国（イギリス，スイス，スペイン，ドイツ，フィ
ンランド，フランス，ベルギー，ポルトガル）を対象としたアンケート結果から，国レ
ベルでの宗教と臓器提供数に一定の関係を見出すことはできないと論じた（瓜生原ら，
2004）。さらに，世界の主な宗教・宗派（カトリック，プロテスタント，ギリシャ正教
会，クリスチャンサイエンス，ユダヤ教，エホバの証人，イスラム教，ヒンドュー教，
仏教）における臓器提供，臓器移植に対する考え方を概観し（表 3），これらは臓器提
供を否定していないと結論づけている（瓜生原，2012）。

表 3 各宗教の臓器提供・臓器移植に対する考え方

宗教 臓器提供に対する考え方 臓器移植に対する考え方

カトリック 慈善，兄弟愛，自己犠牲の行為として推奨
している。 倫理的，道徳的に認められている。

プロテスタント 慈善行為として支持しているが，各人の判
断に任せている。 医療措置として適切なものであれば可。

ギリシャ正教会 人を救うためならば反対はしない。 レシピエントの幸福のために必要であれ
ば何ら反対はしない。

クリスチャンサ
イエンス

各人の判断に任せている。ただし，医学的
な方法ではなく，精神的な方法に頼る。

各人の判断に任せている。（臓器提供と
同様）

ユダヤ教 支持し推奨している。 可

エホバの証人 個々人の良心を示す最善の方法として容認
されている。

許可されているが，他人からの輸血は禁
止。

イスラム教 許可されており，同意があれば可。 許可されている。

ヒンドゥー教 各人の判断に任せている。 各人の判断に任せている。

仏教 各人の良心に任せている 各人の良心に任せている。

注：『医療の組織イノベーション』瓜生原（2012），124頁，表 5-3
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イギリスの NHS Blood and Transplant（NHSBT）では，仏教，キリスト教，ヒンズー
教，シーク教，ユダヤ教，イスラム教において，臓器提供がどのように捉えられている
のか，その詳細をウェブサイトにおいてまとめている（NHSBT, n.d.）。限時点で掲載さ
れているその詳細を見ると，上記の通り，いずれの宗教も臓器提供を否定していないこ
とが分かる。以下では，その詳細を記述する。
仏教には，臓器提供を推奨する教えも，これを禁じる教えもない。状況によって判断
されるべきものであるとされており，臓器提供に対する意見には幅がある。仏教におい
て，人間の死は最大限の配慮と敬意を持って扱われるべき時間であり，死する人間の希
望を尊重することが最も重要とされる。死者が臓器提供を希望していない場合には，臓
器提供により他者の命を救うことによって，その希望を妥協することはできないが，苦
痛を和らげることを中心とする仏教では，死にゆく者の願いである場合には，臓器提供
は寛大さ（generosity）の行為として肯定される。
キリスト教において，臓器提供をするか否かは，個人的な選択によるものと理解され
ているが，それはお互いを愛し，他者のニーズを受け止めるというイエスキリストの教
えを実践する行為であるとされている。永遠の命を信じるキリスト教徒にとって，死の
前後に人間の身体に起こることは，どのようなことでも神との関係に影響を及ぼすもの
ではなく，移植のプロセスはキリスト教の道徳律において容認される行為である。
ヒンドゥー教の経典には，臓器提供を支持する言及が数多く見受けられる。その宗教
的知識を集めた聖典類をヴェーダ（Vedas）の中で，医療に関するものの中には，臓器
移植について論じている部分がある。またサンスクリット語の Dana は「無視無欲で与
えること」を意味しているが，これは 10の肯定的な義務や望ましい行動をリストした
10のニヤマ（Niyamas）において 3番目に掲載されている。
シーク教では，シーク教では，報酬や評価を求めず，無視無欲で他者に奉仕すること

（seva）が重視されており，それは臓器を他者に提供することも含まれる。シーク教に
おいて，臓器提供に関連するタブーはない。死後の魂は永遠に転生すると考えられてお
り，人間の身体はその長い旅路において使われるものと理解されているため，死の瞬間
や死後に，すべての臓器が失われずに身体にある必要はないと考えられる。他者の生命
のために自身の臓器を提供することは，他者に与えることのできる最善のものであり，
人類に対する究極的な奉仕であると理解される。
ユダヤ教では，臓器提供をケースバイケースで判断する。死に際しては，身体への不
必要な干渉を避け，迅速に埋葬することが重視されるが，死者の尊厳（kavod hamet）
を大切にし，死する者が臓器提供を希望する場合には，その希望が優先される。また死
者の希望が判明している場合も，判明していない場合でも，残された家族が，ユダヤ教
の権威に相談の上，最終的な判断を下すことがある。この場合，死者の尊厳を重視する
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という教えとの一貫性に疑問を呈する声もあるが，残された者への慰め（nichum
aveilim）も軽視されてはならないのである。臓器提供が可能となる状態の捉え方には，
幅がある。心臓が停止したことを決定的な死と捉え，その時点で初めてドナーから臓器
が取り出されることを認めるユダヤ教徒がいる一方，脳幹死の時点での臓器提供を受け
入れるユダヤ教徒もいる。
イスラム教には，臓器提供について二つの考え方がある。一つには，生きている者で
あれ，死んでいる者であれ，人間の身体には敬意を表すべきであり，傷つけることは許
されないという考え方がある。その一方で，必要性があれば禁じられていることも許容
されるという考え方もあり，これにより臓器提供が支持されている。他者の命を救った
り，これを高めたりする上では，個人が失うものよりも，得られるものの方が多いとい
う考え方である。またアッラーは，他者の命を救うものを大きく評価していることか
ら，1995年に Muslim Law（Shariah）Council は，Shariah のルールに基づき，苦痛を和
らげ，命を救う手段として，臓器提供を認めた。その際，医療専門家が死を判断するこ
と，脳幹死の場合にも臓器提供を可能とすること，臓器提供は報酬なく行われるべきで
あること，臓器の取引は禁じられること，ムスリムはドナーカードを持たなければなら
ないこと，ドナーカードがない場合や臓器提供の意思が確認できない場合には，最近親
者が最終的な判断をすることなど，いくつかの重要な点を明確にしている。Council に
よるこの方針は，複数の権威あるイスラム教の協会，アカデミーに支持されている。
このように，仏教，キリスト教，ヒンズー教，シーク教，ユダヤ教，イスラム教のい
ずれにおいても，臓器提供は否定されていないのである。

Ⅴ. 2. 利他性
「誰かのために役に立ちたい」という思いや考えが，臓器提供の意思表示行動に肯定
的な影響を及ぼすと論じる研究も数多く報告されている。利他的とは，自分の損失を顧
みず他者の利益を図ることで，利己的の対義語であるが，例えば Morgan and Miller

（2011）は，アメリカの成人を対象とした郵便調査から，利他性が臓器移植意思表示と
相関関係にあることを明らかにしている。また Radecki and Jaccard（1997）は，利他性
が意思表示行動の重要な動機付けになっていると報告している。
臓器提供は死後の良い結果を生む，臓器移植を待っている人の命を救う，誰かが臓器
移植により恩恵を受けるなどの思いは，臓器提供に賛成の態度を促すと報告されている
（Cleveland and Johnson, 1970 ; Moores et al., 1976 ; Corlett, 1985 ; Parisi and Katz, 1986 ;
Batten and Prottas, 1987 ; McIntyre et al., 1987 ; Basu et al, 1989 ; Batten, 1990 ; Peters et

al., 1996）。また，意思表示と属性の関係についての研究結果から，臓器提供に賛成す
る割合が高いのは，中高年の女性（Pessemier et al., 1977），教育レベルと社会経済的地
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位が高い人（Cleveland and Johnson, 1970 ; Pessemier et al., 1977 ; Parisi and Katz, 1986）
という傾向が認められているが，その背景にはこれらの属性の人々が，より利他的な意
識が高いことが介在していると考察されている。
利他性に関わるものとして，「他者指向性」の共感が挙げられる。そこには，常に相
手の立場で考える「視点取得」，困っている人がいるとその人の問題が早く解決すると
いいなあと思う「共感的配慮」があり，これらは寄付の意向と相関すると報告されてい
る（桜井，1988）。
ただし，利他性の背景には，「誰かのために役に立っている」ということを「見せつ
ける」という気持ちが働いている可能性もある。Grace and Griffin（2006）は，共感を
示すリボン（Empathy Ribbon）をはじめとするチャリティグッズの購入は，利他的な目
的よりも，他者にこれを見せつけることを目的としており，ここに「人目に付く共感
（conspicuous compassion）」が働いていると論じた。

Ⅴ. 3. 規範・役割アイデンティテイ
「誰かのために役に立ちたい」という利他的な考えに加え，「誰かのために役に立つこ
とは良いことだ・望ましいことだ」いう規範的な考えもまた，臓器提供意思表示行動に
影響を及ぼすと考えられる。
その考え方の一つとして，援助規範が挙げられる。その中には，自分が不利になって
も困っている人を助ける「自己犠牲」，自分より悪い境遇の人に何かを与えるのは当然
と考えられる「弱者救済」がある。献血を行う人は自己犠牲，ボランティアは弱者救済
の意向が高いと報告されている（箱井・高木，1987）。
また，こうした援助規範が，人間のアイデンティティの中で果たす役割に着目した研
究も行われている。社会の中で自分が果たしている，あるいは果たすべきと考える役割
に，自らのアイデンティティをどの程度見出しているかという点を捉える概念として，
「役割アイデンティティ（role identity）」があるが，White et al.（2017）は，「金銭を提
供する寄付者としてのアイデンティティ」，「時間を提供するボランティアとしてのアイ
デンティティ」，「献血ドナーとしてのアイデンティティ」，を強く持つ人の方が，そう
ではない人に比べて，実際にそれぞれの行動を起こす確率が高いことを明らかにしてい
る。
援助規範や役割アイデンティティは，その行動を起こした際に，他者がどのように評
価するかという認識が基盤となっている。そのため，こうした規範的な考え方は，家族
や友人が対象者の言動に対してどう思うかという点に左右される。Cleveland and
Johnson（1970）の研究では，臓器提供に反対の意思を示している人の主な理由は「家
族が臓器提供に反対しているから」であることが明らかとなっており，また Coelett
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（1985）の研究では，臓器摘出のために体が傷つけられることが臓器提供を拒否する理
由とされている。個々人の拠り所とする集団での規範的な考えは，少なからず，個々人
の考えに影響しているという示唆が導かれている。

Ⅴ. 4. 知識
個人の属性や持ち合わせている事柄と臓器移植意思行動に関する研究の中で，これま
で最も多くの注目を集めてきたのが「知識」である。実に多くの研究が，臓器提供に関
連する正しい知識を持つことが，意思表示行動に肯定的な影響を及ぼすと結論付けてい
る。
その背景には，一般の人々が臓器提供に関する知識について誤解をしているという実
態がある。死亡する前に臓器が摘出される，時期を早めて死を宣告される，生命維持装
置が移植のために必要以上に長く装着される，臓器摘出により遺体が大きく損傷され
る，脳死から生き返るなど，誤解があることを，数多くの研究が報告している（Cleve-
land and Johnson, 1970 ; Moores et al., 1976 ; Corlett, 1985 ; Hessing and Elffers, 1986 ;

Parisi and Katz, 1986 ; McIntyre et al., 1987 ; Basu et al., 1989 ; Nolan and Spanos, 1989 ;

Wakeford and Stepney, 1989 ; Gallup, 1993）。
Peters et al.（1996）では，臓器提供ドナーになりたいかとの質問に対して賛成した 51

名と反対した 51名の相違点について検討したところ，反対した人々は，移植医療，特
に臓器分配の公平性についての強い不信感を抱き，移植医療のレシピエントへの有用性
についての疑いを持ち，脳死の概念の受容が低いことが示された。臓器提供に関する理
解不足，あるいは誤解が，臓器提供への否定的な意識につながっていることが示唆され
る。
また Horton and Horton（1990）は，ある町の 465名の住人と 481名の学生を対象に，
移植に特化した知識と臓器提供に対する考え方の関係について調査を行った。その結
果，臓器提供に否定的な人々は，3つの理解不足が共通していた。第一に，臓器提供は
宗教により否定されていると誤解していたこと。第二に，80％の人々がドナーには心
臓死が必須であると回答するなど，脳死の理解が不十分であったこと。第三に，73％
の人々が保健省に登録をしないとドナーカードが有効でないと回答したなど，ドナー
カードの取り扱いについて誤解があったことである。このことから，臓器移植および臓
器提供に関する正しい知識と，臓器提供に対する考え方は，有意に相関すると結論づけ
ている。
臓器提供に関する誤解が多いということは，見方を変えれば，正しい知識を増やして
いくことによって，臓器提供に対する考え方がポジティブに転換するということでもあ
る（Shulz et al., 2000）。教育レベルが高く，臓器提供に関する規則の認知度が高い人ほ
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ど，臓器提供の意思表示率が高いという報告もある（Mossialos et al., 2008）。またトル
コの大学生の間では，経済的な豊かさ，母親の教育レベル，医療分野に従事している親
戚の有無に加え，意思表示に関して十分な知識を有していると感じていか否かが，臓器
移植への意思表示や考え方に影響を及ぼしていることが明らかとなっている（Sönmez
et al., 2010）。これらの研究成果から，臓器提供に関する正しい「知識」を提供するこ
とは重要であると考えられる。

Ⅵ 行動に影響を及ぼす因子（2）：作用メカニズム

人間が有する文化・宗教，利他性，援助規範，知識は，自動的に臓器移植意思表示へ
とつながっていくわけではない。これらを行動変容へと結びつけるメカニズムに着目し
た。価値観や知識は，人間の内部においてどのように意思表示へとつながっていくの
か，そのプロセスに焦点を当てた研究に関しては，心理学の分野で提唱され，その後コ
ミュニケーション学をはじめとする様々な分野において数多くの研究が適用してきた
「計画的行動理論」が重要である。この理論を中心に，関連する研究とその成果をレビ
ューする。

Ⅵ. 1. 計画的行動理論
計画的行動理論（Theory of Planned Behaviors）とは，心理学分野で Ajzen（1985）が
提唱した理論である（図 4）。人間の行動は，「意図（intention）」に基づいて行われるも
のであり，その「意図」は，「その行動に対する個人の態度（attitude）」「他者が，自分
がその行動をとることに賛成するかどうか（subjective norm：主観的規範）」「自分がそ
の行動をコントロールできると考えるかどうか（perceived control：行動コントロール
感）」の 3点に主に左右されると理解する。この 3点から形成される意図が，実際の
「行動（behavior）」につながるという考え方である。
計画的行動理論は，人間の行動を捉える上で，属性や習慣よりも，行動を取る意図を
重視した合理的行動理論（Theory of Reasoned Action, Fishbein and Ajzen, 1975）を発展
させ，行動コントロール感の要素を追加して形成されたものである。人間の行動変容を
説明，予測する上で有用な理論であると考えられ，多数の研究がその有用性を検証する
と同時に，理論の発展を図ってきた。
「臓器提供の意思表示行動」における計画的行動理論ついて概観すると，Powpaka
（2008）は 3つの要因の中でも，「態度」が臓器提供意思表示を左右する最大の要因とな
っており，また「態度」は，臓器提供がもたらす結果の認識（perceived consequences of
donating organs）の影響を受けることを明らかにしている。行動の「意図」に大きな影
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響を及ぼす要素は，国によって異なる可能性も示唆されている。計画的行動理論を適用
し，日本，韓国，米国の大学生を対象とした比較分析を行った Bresnahan et al.（2007）
は，すべての国において「態度」が意思表示の「意図」を左右する要素となっているこ
とが明らかにしたが，例えば日本の大学生に限っては，「行動コントロール感」も，「意
図」を左右する大きな要因となっているという結論を導き出している。また Wu and

Tang（2009）は，米国，香港，日本の大学生を対象に，臓器提供に対する「態度」と
「主観的規範」と，臓器移植に関する家族とのコミュニケーションの関連性を比較検証
した。その結果，日本の大学生は，臓器提供に対して最も低い「態度」と「主観的規
範」を有しており，家族と話す確率が最も低いということが分かった。
Brietkopf（2006）は，「行動コントロール感」に関連する分析結果を報告している。米
国の大学生を対象に，自身の臓器提供の意図について両親に打ち明けるかどうかについ
て調査したところ，自身の決断が変わる可能性がある，あるいは誤った決断をしたと考
えている場合は，両親に打ち明ける可能性が低くなる一方，自身の決断を揺るぎのない
ものを捉えている学生は，両親に打ち明ける可能性が高いことが分かった。さらに献血
という向社会行動について，計画的行動理論を適用した Reid and Wood（2008）は，
「主観的規範」と「行動コントロール感」が，時間に関する障害とともに，ドナーにな
らない者の意図に関連していることを明らかにしている。
以上より，自身で決定することに自信や誇りをもつなど行動をコントロールできてい
る感覚が重要であることが示唆された。

図 4 計画的行動理論

出所：Ajzen（1985）の図を筆者が改編
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Ⅶ 行動に影響を及ぼす因子（3）：外部からの介入方法

人間が有する価値観や知識を所与のものとして捉え，それらが行動意図にどのように
作用するかを説明・予測するのではなく，人間の行動を変容させることに重きを置き，
どのような外部からの介入が行動変容へとつながるのかを検討した研究も数多く見られ
る。以下，情報の提示方法，情報の伝達媒体，コミットメント，金銭的インセンティブ
の提供，家族との話し合いの効果の 4視座からレビューする。

Ⅶ. 1. 選択アーキテクチャ（ナッジ）
Thaler and Sunstein（2008）は，ナッジを「選択を禁じることも，経済的なインセン
ティブを大きく変えることもなく，人々の行動を予測可能な形で変える選択アーキテク
チャーのあらゆる要素」と定義している（セイラー・サンスティーン（2009），邦訳版
p.17より引用）。そこで強調されていることは，ナッジは命令ではなく，介入を低コス
トで避けることができるものでなければならないという点である。
臓器提供を増加させる文脈で，臓器提供方式を explicit consent（opt-in）から pre-

sumed consent（opt-out）に変更するナッジが有効と報告されている（Thaler and Sun-
stein, 2008）。提供に関して「意思決定と表示行動を主体的に行う」環境から，「特に反
対でなければ行動しなくてもいい」環境に変化したためであり，当然と推察される。実
際，オーストリア（Gnant, 1991），ベルギー（Roels, 1991 ; Vanrenterghem et al., 1998），
シンガポール（Soh and Lim, 1992 ; Low et al., 2006）では臓器提供数が増加している
が，同時に院内体制の整備を行って始めて増加したのが現状である。
また，2015年 12月，英国においてウェールズ州で初めて presumed consent へと変更
されたが，変更後直ちに提供は増加していない。ウェールズ州の一般市民の意識変化
が，新しい制度の実効性に結び付いているかどうかについて分析した結果，肯定的な態
度が採られる要因として，①家族と対話し，意思表示への関心を高め，態度決定してお
くこと，②制度に対する正確な知識を提供し，理解度を高めること，③各自にとって
「役に立つ」と思う多様な意思表示行動への価値を醸成することの必要性が確認された
（瓜生原，2017）。
すなわち，本方法をとる場合においても，十分に家族と対話し，意思表示への関心を
高め，意思決定をしておくことが基本であり，以降に述べる根源的な方法が不可欠と考
えらえる。
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Ⅶ. 2. 情報の提示方法
情報の提示方法について有効な概念に，Goffman（1974）が提唱した「フレーム・フ
レーミング」がある。フレーミングとは，「認知された現実のいくつかの側面を選び，
これを強調すること」である（Entman, 1993）。代表的なものとして，望ましい行動を
取ることによって「得られるもの」を強調するポジティブな「利得フレーム（gain
frame）」と，望ましい行動を取られないことによって「失わせるもの（loss frame）」を
強調するネガティブな「損失フレーム（loss frame）」がある（Tversky and Kahneman,
1981）。
Chien and Chang（2015）は，台湾において，4パターンのメッセージ（ポジティブ×
統計，ネガティブ×統計，ポジティブ×ストーリー，ネガティブ×ストーリー）を対象
者に提示し，いずれかを読ませ，自身の意思表示への気持ちを 7段階で回答させる実験
を行った。その結果，「統計」よりも「ストーリー」を読んだ人の方が意思表示に肯定
的であり，「ネガティブ×ストーリー」のメッセージが有効であるとの結論が得られた。
韓国においては，Sun（2014）が，大学生を対象に，4パターンの公共広告（ポジテ
ィブ×合理的，ネガティブ×合理的，ポジティブ×感情的，ネガティブ×感情的）のい
ずれかを読ませ，臓器提供への態度や意思を回答させる実験を行った。ポジティブな広
告を見た対象者は，臓器提供に肯定的な態度を示し，また感情的な広告を見た人の方
が，臓器提供に対して高い意思を見せることが明らかとなった。このプロセスにおい
て，利他性の程度，セルフモニタリングの程度，および問題への関与の程度が中間変数
として作用していることも示されている。
Skumanich and Kintsfather（1996）は，大学生を対象に，これまでのメッセージに関
連する研究から最も効果的であると考えられる，「臓器提供を肯定するポジティブなメ
ッセージ」と「恐怖心を否定する文章」を組み合わせたものを提示する実験を行った。
二つに分けられた対象者の片方には，これを提示する前に，移植を受ける患者の感情的
なストーリーに基づくナラティブを提示した。その結果，臓器提供に対する関与の程
度，および行動意図が高まった。当事者の物語は，共感を呼び起こすきっかけとして有
効であることが示唆された。
また，臓器移提供に類似する行動として，卵母細胞の提供行動についても研究されて
いる。Purewal and van den Akker（2010）は，イギリスと南東アジアの女性を対象に，
「利得フレーム（gain frame）」と「損失フレーム（loss frame）」の有効性を検証した。
その結果，「利得フレーム」のメッセージの方が，意思を表明する確率が高いことが分
かったが，その効果はイギリスの女性においてのみ観察された。また骨髄ドナーの登録
促進に注目した Studts et al.（2010）の報告では，米国において，感情的なアピールと
合理的なアピールの有効性が比較検討され，前者の方が効果的であるという結論を得

２１２（ 212 ） 同志社商学 第７１巻 第１号（２０１９年６月）



た。
このように，メッセージを工夫することで，臓器提供の意思表示を促す効果が期待さ
れることが研究から明らかとなっている。しかし，Chien（2014）は，15ヵ国 53枚の
臓器提供に関するポスターを分析し，その多くが直接的な訴えしか行っておらず，フ
レームの有効性が反映できていないと報告している。この研究では，グラフィックや文
章を合わせること，セレブリティを登場させること，知識と統計を提供すること，臓器
移植をめぐる誤解を解くこと，ナラティブを使うこと，成功した移植のケースを提示す
ること，公共の福祉や他人の福祉を強調することなどを，「利得フレーム」と組み合わ
せて提示することにより，より効果的な行動変容ができると提言している。

Ⅶ. 3. 情報の伝達媒体
臓器移植意思表示に関する情報をどのような媒体で対象者に届けるかという観点から
も，研究が進められている。
最も多くの人々にアプローチできる媒体に，テレビや新聞などのマスメディアがあ
る。オーストラリアにおける 12カ月間のスポットテレビシリーズ（Thomson, 1993），
フランスロレーヌ地区における 1週間の新聞，テレビなどのキャンペーン（Jacob,
1996）が研究されてきたが，いずれも意思表示の増加にはつながっていないという結論
を導いている。
その他の研究では，効果を高めるために，対象者を絞り，長期間実施し，かつ能動的
な行動を促すしかけと組み合わせる必要性が示唆されている。例えば，米国ワシントン
でマイノリティを対象に，マスメディアと講演など身近な情報提供の組み合わせを 15

年間実施したところ，意思表示をする人々と実際の臓器提供者が増加した（Callender et
al., 1997）との報告がなされている。
近年では，ソーシャル・メディアも有効なツールとして注目されている（Peter et al.,

1996 ; Feeley, 2009）。例えば Cameron et al.（2013）は，2012年 5月 1日より，Face-
book の Profile の一部として「臓器提供者（Organ Donor）」が追加されたことに着目
し，こうした機会の創出により，米国でのドナー登録者が大幅に増えたことを，州ごと
のデータから明らかにしている。
複数の媒体によるアプローチを比較研究した Stefanone et al.（2012）は，3年間に渡
って，3つの異なるタイプのオンラインキャンペーンを実施した。一つ目は従来型のオ
ンライン広告，二つ目は，意識の高い学生が，SNS を通じて臓器提供を推進する形，
三つ目はドナー登録数をチーム対抗で競うチャレンジ・キャンペーンであった。主な対
象者は大学生であったが，従来型のオンラインキャンぺーンが，メッセージへの接触と
いう点では最大の効果をもたらしたものの，サイト訪問者がドナー登録する比率にはつ
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ながらなかったという結論を得ている。一方，学生による SNS での情報発信とチャレ
ンジ・キャンペーンは，プロジェクトのウェブサイトへの注目，ドナーカードのリクエ
ストと提出につながった。

Ⅶ. 4. コミットメント（関与の程度）
臓器移植意思表示を促す上で，本課題について関与する機会を提供することが効果的
であるという研究が行われている。臓器提供について考えるという作業に費やした時間
とエネルギー，すなわち「関与の程度（コミットメント）」が行動を起こすと報告され
ている（Skumanich and Kintsfather, 1996）。
例えば，ドナーカードに意思を記入する前に，臓器提供に関する簡単な質問に答える
形式をとった場合は，とらなかった場合より，提供を希望する人が多かった（Cardcci
et al., 1984, 1989）。質問に答えることにより，臓器提供について考える時間を費やした
ためだと解釈できる。
また「関与の程度」が高い時に，意思表示手段を組み合わせて提供することも重要で
ある。Holton and Horton（1990）が，ドナーカードの入手方法を知らないことが，意思
表示の障壁となっていると論じている通り，意思表示への意図が高まったとしても，そ
れを表示する手段がなければ，意思表示という行動にはつながらない。
Sanner et al.（1995）の研究は，関心が高まったタイミングで意思表示の手段を提供
することの重要性を示唆する結果を導いている。スウェーデンのある地域において，
5,600名を 4群に分け，臓器提供キャンペーン，ドナーカードの配布，そして臓器提供
に対する態度の関係について検証した研究である。A 地区では講演，テレビ，ポス
ター，討議グループを用いた大規模キャンペーンを 3カ月以上実施，B 地区ではドナー
カードと臓器提供に関する情報冊子を送付，C 地区では両方を実施，D 地区は何も実
施しない（コントロール）とした。介入実施前と実施後のドナーカードの所持率を比較
したところ，A 地区は 5％→5％，B 地区は 5％→12％，C 地区は 3％→13％，D 地区で
は 7％→5％となった。キャンペーンを実施するだけでは，意思表示にはつながらず，
関心が高まったタイミングで意思表示の手段を入手することで，「意思を表示する」と
いう行動につながることが示された。
以上のように，「関与の程度」を高めた上で，意思表示の手段を提供することが重要
であると考えられる。

Ⅶ. 5. 褒賞・報奨金の提供
臓器提供意思表示に対する褒賞を導入することで，人々の行動変容を促進できるかど
うかを検討する研究も進められている。
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献血という高関与型向社会行動では，Lacetera and Macis（2010）が，イタリアにおい
て一定回数献血を行った人にメダルを授与することの効果を検証している。メダルを獲
得できる献血回数が近づくにつれ，献血の頻度が高くなることが明らかとなった。その
際，メダルの授与が新聞等，公の場所で公表されることが重要であるという結論を導い
た。同じく献血に対する記念品授与の効果に関する研究を行った Chell and Mortiner

（2014）も，社会的な価値に重きを置くドナーの方が，記念品等の褒賞を伴った献血行
動を取る傾向を明らかにしている。しかし，臓器提供の意思決定や表示は頻回に行うも
のではないため，そのまま適用するのは好ましくない。
多くの研究は，金銭的インセンティブの導入には倫理的に強い反発があり（Chkhou-

tua, 2012），行動変容には効果がないという結論を導いている（Pessemier et al., 1977 ;
Davidson and Devney, 1991）。Cosse and Weisenberger（1999）は，米国において臓器提
供への金銭的インセンティブを導入することにおいて，人々の考えや感情が時間の経過
とともに変化するか否かを問い，南東部での調査結果から，これが全面的に支持されて
いるわけではないことを明らかにした。オーストラリアでの調査においても，
Mayrhofer-Reinhartshber et al.（2006）が，強いマイナスの反応を誘発する介入方法であ
ることと論じている。韓国の文脈では，Ahn and Park（2016）が報奨の種類や行動変容
のステージなどから検証している。
しかし，金銭的インセンティブを全面的に否定するのではなく，例えば葬式費用の負
担や寄付という形で補填することを提唱する研究もある（Arnold et al., 2002）。本介入
方法については，慎重に議論することが必要と考えられる。

Ⅶ. 6. 家族との対話の促進
家族と臓器提供に関するコミュニケーションを促すことが，意思表示に関する判断の
促進につながるという研究もある。Afifi（2007）は，情報マネージメント理論（Theory
of Information Management）を適用し，臓器提供に関する意思決定を，一個人によるプ
ロセスではなく，双方向的に家族とともに説得していくプロセスとして捉え，これを前
提とした介入をデザインすることを提唱している。

Ⅷ 外的環境因子

以上，各個人の行動変容促進へのアプローチを中心に研究をレビューした。しかしな
がら，Healy（2006）が，米国の各地域における臓器提供の差異を構造的，組織的特徴
による違いから説明し，利他性をはじめとする個人的な動機だけでは説明できないと結
論付けたように，対象者を取り巻く外的な環境も，対象者の臓器提供思表示に対する意
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図や実際の行動に大きな影響を及ぼす重要な要因である。
こうした外的環境の一つに，人々の臓器提供の意思を，実際に臓器提供に結びつける
仕組みの整備が挙げられる。瓜生原（2012）は，その仕組みとして，以下 5点の重要性
を指摘している。第一に，臓器提供をめぐる法律や制度である。臓器提供に対する意思
表示をどのように取り扱うかという点は，各国の法律によって定められている。特に臓
器提供方式がどのように定められているかによって，人々の行動は影響を受けると考え
られる。第二に，臓器提供に関わる多様な人々をつなぐ国家的なネットワーク体制や，
関係するスタッフの教育体制の整備が重要である。また，この体制を支える上で十分な
予算が確保されているか否かも要因の一つである。第三に，病院内の体制も考慮する必
要がある。病院内のプロセスが，ドナーとレシピエントを円滑に結びつけるプロセスと
なっているか否かが鍵を握る。第四に，病院内の人材確保と，教育・訓練によるプロフ
ェッショナルの育成が挙げられる。最後に，家族からの承諾を得るステップにおいて，
誰が，どのようなタイミングで，どのように臓器提供のオプションを提示したのかが重
要である。

Ⅸ ま と め

以上，高関与型向社会行動としての「臓器提供への意思決定と意思表示」に関する行
動変容について，価値観や知識，価値観や知識の作用メカニズム，外部からの介入方法
の 3つの視座に着目している先行研究を学際的にレビューし，整理した。
いずれの研究も非常に重要な視点や示唆を提供しているが，「臓器提供の意思決定と
意思表示」を効果的に推進していくためには，これらを体系的に把握・説明すると同時
に，行動変容に向けた介入手法とその有効性を網羅的に議論する必要がある。我々が把
握する限りにおいて，これを体系的に説明すると同時に，網羅的に議論した研究は世界
的に行われていない。
したがって，本一連の研究により，「臓器提供の意思決定と意思表示」に関する最適
化モデルを構築・検証することは世界的にも重要な試みであり，臓器提供意思表示のみ
ならず，その他の高関与型向社会行動のメカニズムに関する研究の礎となることが期待
できる。本稿にて，その基本となる文献的考察を行ったため，今後，包括的な視点か
ら，先行研究を踏まえた具体的な介入を複数デザインし，これを実践することによっ
て，臓器移植意思表示行動，さらには高関与型向社会行動の最適化モデルを構築してい
きたい。

［記 1］本研究は，科学研究費補助金基盤 C（研究課題番号：25460619）『移植医療の社会価値の普及に
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関する実証研究』（代表研究者：瓜生原葉子），吉田秀雄記念事業財団助成『ソーシャルマーケティング
による移植医療の課題解決：臓器提供意思表示率の向上』（代表研究者：瓜生原葉子），およびの支援を
受けた研究成果の一部である。
［記 2］本研究への示唆を賜った岡田彩先生（東北大学大学院情報科学研究科）に衷心より謝意を表した
く存じます。
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